
教育委員会の権限に属する事項に係る教育長
の臨時代理の報告について 

川崎市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則第３条第１項の規定に

基づき教育長が臨時代理した事項について、同条第２項の規定に基づき、次のとおり

報告します。 

１ 臨時代理した事項 

（１）制定した訓令 

川崎市教育委員会職員服務規程等の一部を改正する訓令 

（２）内容 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の整備 

  等を行うもの 

  ア 川崎市教育委員会職員服務規程の一部改正 

  （ア）会計年度任用職員及び臨時的任用職員の服務について定めるもの 

  （イ）管理職の時間外・休日勤務に係る手続について定めるもの 

  イ 川崎市立学校用務員の職務及び服務に関する規程の一部改正 

    規程の対象となる職員を常勤職員及び再任用短時間勤務職員に限るもの 

  ウ 川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程の一部改正 

    会計年度任用職員の人事評価について定めるもの 

エ 川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程の一部改正 

（ア）会計年度任用教職員及び臨時的任用教職員の人事評価について定めるもの 

（イ）確認者及び処理責任者について定めるものああああああああああああああ

（ウ）様式を一部追加するものああああああああああああああああああああああ

（３）施行期日 

   令和２年４月１日 

２ 臨時代理を行った日 

令和２年３月３１日 

３ 臨時代理を行った理由 

令和２年４月１日に地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律が施行

となることに伴い、同日までに訓令の規定を整備する必要があるため 
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（参考）川崎市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則 

（教育長の臨時代理） 

第３条 教育長は、緊急やむを得ない事情があるときは、前条各号に規定する事

務について、臨時にこれを代理することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により、臨時に事務を代理したときは、直近の委員会

会議に報告し、その承認を受けなければならない。 
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川崎市教育委員会職員服務規程等の一部を改正する訓令 

（川崎市教育委員会職員服務規程の一部改正） 

第１条 川崎市教育委員会職員服務規程（平成２９年川崎市教育委員会訓令第

３号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「行なう」を「行う」に改め、同条に次のただし書を加える。 

ただし、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１

項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）に

ついては、任用に係る通知後に所属長又はその指名する職員の面前で行う

ものとする。 

  第４条第１項中「職員」の次に「（会計年度任用職員を除く。）」を加え

る。 

  第５条第１項中「職員は」を「職員（会計年度任用職員及び臨時的任用職

員を除く。）は」に改める。 

  第７条第１項中「職員」を「職員（会計年度任用職員を除く。次項におい

て同じ。）」に改める。 

第１１条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、ＩＣカードにより出退勤情報の登録を行うことが困難であると

教育長が特に認める職員については、この限りでない。 

  第１２条第７項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第８項とし、 

同条第６項中「職員」を「職員（会計年度任用職員を除く。）」に改め、同

項の次に次の１項を加える。 

７ 会計年度任用職員が、年次休暇以外の休暇の承認を受けるには、休暇の

種類及び事由に応じて、勤務しないことが相当であると認められる事実を

休暇を申請する際に付記するとともに、次に掲げる場合には、医師の診断

書その他勤務しない事由を十分明らかにする書面を提出しなければならな
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い。 

(１)病気休暇又は特別休暇の承認を求める場合（川崎市職員の勤務時間、 

休暇等に関する規則第９条第５項第１号に規定する人事委員会が別に定め

る場合を除く。） 

(２)介護休暇又は介護時間の承認を求めるに当たって、教育長がその事由 

を確認する必要があると認める場合 

第１８条中「代わる代休日」の次に「をいう。次項において同じ。」を加

え、同条に次の２項を加える。 

２ 川崎市職員の管理職手当に関する規則第２条に規定する職員が正規の勤

務時間以外に勤務した場合又は勤務時間条例第７条第１項に規定する休日

に勤務した場合は、所要の手続をとり、上司に報告しなければならない。 

３ 会計年度任用職員については、第１項の規定にかかわらず、同項の規定

に準じて、所要の手続をとり、所属長の命令を受けなければならない。 

（川崎市立学校用務員の職務及び服務に関する規程の一部改正） 

第２条 川崎市立学校用務員の職務及び服務に関する規程（昭和５５年川崎市

教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「職員（」の次に「常勤の者及び地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める者に限

る。」を加える。 

（川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程の一部改正） 

第３条 川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程（平成１８年川崎市

教育委員会訓令第４号）の一部を次のように改正する。

本則に次の２条を加える。 

（会計年度任用職員の人事評価） 

第４条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の人
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事評価については、教育長が別に定める。 

  （委任） 

第５条 この訓令に定めるもののほか、人事評価の実施に関し必要な事項

は、教育長が別に定める。 

（川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程の一部改正） 

第４条 川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程（平成１８年川崎市教育

委員会訓令第５号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「非常勤の教職員（法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占める教職員を除く。）、臨時的に任用された教職員及び」を削り、

「すべて」を「全て」に改め、同条に次のただし書を加える。 

ただし、臨時的に任用された教職員（以下「臨時的任用教職員」という

。）に係る次条の特別評価については、この限りでない。 

第３条第２項に次のただし書を加える。 

   ただし、臨時的任用教職員及び会計年度任用職員である教職員（以下「

会計年度任用教職員」という。）については、任用期間ごとに実施する。 

第５条の見出し中「評価者」の次に「、確認者及び処理責任者」を加え、

同条中「人事評価は」を「人事評価は、」に、「行う」を「行い、教育長が

確認者として会計年度任用教職員以外の評価対象者の最終評価（教育長が別

に定める職位ごとの区分に従い決定する評価をいう。以下同じ。）を行う。

」に改め、同条に次のただし書を加える。 

ただし、会計年度任用教職員である評価対象者の最終評価は観察指導者

が行い、教職員人事課長が処理責任者として確定させる。 

第６条第１項中「第１１号様式の２」を「第１５号様式」に改め、同条第

２項中「教職員」を「会計年度任用教職員を除く教職員」に改め、「記載す

るもの」の次に「とし、会計年度任用教職員は、職務遂行の状況等について
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自己観察した結果を観察指導記録に記載するもの」を加え、同条第３項中「

助言指導者は、」の次に「会計年度任用教職員を除く」を、「記載するとと

もに、」の次に「会計年度任用教職員を含めた」を加える。 

  第８条及び第９条中「教育長に」を「確認者又は処理責任者に」に改める 

 。 

  第１０条（見出しを含む。）中「教育長」を「確認者及び処理責任者」

に、「校長」を「校長等」に改める。 

  第１１号様式の２を第１２号様式の２とし、同様式の次に次の３様式を加

える。 
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第１３号様式（非常勤講師（会計年度任用教職員）用） 
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第１４号様式（学校栄養職（会計年度任用教職員）用） 
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第１５号様式（学校事務職（会計年度任用教職員）用） 
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  第１１号様式の１を第１２号様式の１とし、第１０号様式の２を第１１号

様式の２とし、第１０号様式の１を第１１号様式の１とし、第９号様式の２

を第１０号様式の２とし、第９号様式の１を第１０号様式の１とし、第８号

様式の２を第９号様式の２とし、第８号様式の１を第９号様式の１とし、第

７号様式の２を第８号様式の２とし、第７号様式の１を第８号様式の１とし

、第６号様式の２を第７号様式の２とし、第６号様式の１を第７号様式の１

とし、第５号様式の２の次に次の２様式を加える。 
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第６号様式の１（総括教諭（栄養教諭）） 
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第６号様式の２（総括教諭（栄養教諭）） 
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附 則 

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 
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制 定 理 由 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の整

備を行うこと等のため、この訓令を制定するものである。 
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川崎市教育委員会職員服務規程の一部を改正する訓令新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市教育委員会職員服務規程 ○川崎市教育委員会職員服務規程 

平成29年３月30日教委訓令第３号 平成29年３月30日教委訓令第３号

第１章 総則 第１章 総則 

（目的） （目的） 

第１条 川崎市教育委員会の任命に係る職員（以下「職員」という。）の服

務に関しては、法令その他に別段の定めがあるもののほか、この規程の定

めるところによる。 

第１条 川崎市教育委員会の任命に係る職員（以下「職員」という。）の服

務に関しては、法令その他に別段の定めがあるもののほか、この規程の定

めるところによる。 

（服務の原則） （服務の原則） 

第２条 職員は、全体の奉仕者として、公務を民主的かつ能率的に運営すべ

き責務を深く自覚し、誠実かつ公正に職務を執行しなければならない。 

第２条 職員は、全体の奉仕者として、公務を民主的かつ能率的に運営すべ

き責務を深く自覚し、誠実かつ公正に職務を執行しなければならない。 

（服務の宣誓） （服務の宣誓） 

第３条 職員の服務の宣誓に関する条例（昭和26年川崎市条例第19号）に基

づく服務の宣誓は、辞令交付後辞令交付者の面前で行うものとする。ただ

し、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規

定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）について

は、任用に係る通知後に所属長又はその指名する職員の面前で行うものとす

る。

第３条 職員の服務の宣誓に関する条例（昭和26年川崎市条例第19号）に基

づく服務の宣誓は、辞令交付後辞令交付者の面前で行なうものとする。 

（住居届等の提出） （住居届等の提出） 

第４条 新任の職員（会計年度任用職員を除く。）は、住居届その他の届書

を発令の日から15日以内に提出しなければならない。 

第４条 新任の職員は、住居届その他の届書を発令の日から15日以内に提出

しなければならない。 

２ 職員は、氏名、学歴又は資格に異動を生じたときは履歴事項変更届を、

住所に異動を生じたときは住居届を、速やかに提出しなければならない。

２ 職員は、氏名、学歴又は資格に異動を生じたときは履歴事項変更届を、

住所に異動を生じたときは住居届を、速やかに提出しなければならない。

（職員証） （職員証） 

第５条 職員（会計年度任用職員及び臨時的任用職員を除く。）は、その身

分を明確にし、公務の適正な執行を図るため、職務の執行に当たっては、

職員証を所持し、職員であることを示す必要があるときは、いつでも提示

第５条 職員は、その身分を明確にし、公務の適正な執行を図るため、職務

の執行に当たっては、職員証を所持し、職員であることを示す必要がある

ときは、いつでも提示しなければならない。 
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改正後 改正前 

しなければならない。 

２ 職員証は、取扱いを慎重にし、他人に貸与してはならない。 ２ 職員証は、取扱いを慎重にし、他人に貸与してはならない。 

３ 記載事項に変更のあった場合には、職員証を提出し、書換えの手続をと

らなくてはならない。 

３ 記載事項に変更のあった場合には、職員証を提出し、書換えの手続をと

らなくてはならない。 

４ 職員証を亡失し、又は損傷した場合は、職員証の再交付手続をとり、再

交付を受けなければならない。この場合において、職員証を損傷したとき

は速やかに返納しなければならない。 

４ 職員証を亡失し、又は損傷した場合は、職員証の再交付手続をとり、再

交付を受けなければならない。この場合において、職員証を損傷したとき

は速やかに返納しなければならない。 

５ 退職、死亡等の場合は、遅滞なく職員証を返納しなければならない。 ５ 退職、死亡等の場合は、遅滞なく職員証を返納しなければならない。 

（名札） （名札） 

第６条 職員は、市民の利便性の向上を図るため、職務の執行に当たっては、

名札を着用しなければならない。ただし、教育長がやむを得ない理由があ

ると認めるときは、この限りでない。 

第６条 職員は、市民の利便性の向上を図るため、職務の執行に当たっては、

名札を着用しなければならない。ただし、教育長がやむを得ない理由があ

ると認めるときは、この限りでない。 

（職員き章） （職員き章） 

第７条 職員（会計年度任用職員を除く。次項において同じ。）は、職務の

執行に当たり、その身分を明確にし、公務員としての正しい心構えと態度

を保持するため、常に上衣左胸上部に職員き章（以下「き章」という。）

を付けていなければならない。ただし、教育長がやむを得ない理由がある

と認めるときは、この限りでない。 

第７条 職員は、職務の執行に当たり、その身分を明確にし、公務員として

の正しい心構えと態度を保持するため、常に上衣左胸上部に職員き章（以

下「き章」という。）を付けていなければならない。ただし、教育長がや

むを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。 

２ き章は、職員に貸与する。 ２ き章は、職員に貸与する。 

３ 新任の者には、服務の宣誓を終わった後にき章を交付する。 ３ 新任の者には、服務の宣誓を終わった後にき章を交付する。 

４ き章を亡失し、又は損傷した場合は、き章の再交付手続をとり、再交付

を受けなければならない。この場合において、所定の実費を弁償するほか、

き章を損傷したときは速やかに返納しなければならない。 

４ き章を亡失し、又は損傷した場合は、き章の再交付手続をとり、再交付

を受けなければならない。この場合において、所定の実費を弁償するほか、

き章を損傷したときは速やかに返納しなければならない。 

５ 退職、死亡等の場合は、遅滞なくき章を返納しなければならない。 ５ 退職、死亡等の場合は、遅滞なくき章を返納しなければならない。 

第２章 公務員倫理 第２章 公務員倫理 

（関係業者等との接触に当たっての禁止事項等） （関係業者等との接触に当たっての禁止事項等） 

第８条 職員は、職務に利害関係のある業者、個人等（以下「関係業者等」

という。）との接触に当たっては、中元、歳暮、せん別、謝礼その他いか

第８条 職員は、職務に利害関係のある業者、個人等（以下「関係業者等」

という。）との接触に当たっては、中元、歳暮、せん別、謝礼その他いか
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改正後 改正前 

なる名目においても次に掲げる行為をしてはならない。 なる名目においても次に掲げる行為をしてはならない。 

(１) 関係業者等から金銭、物品等を受けること。 (１) 関係業者等から金銭、物品等を受けること。 

(２) 関係業者等と会食をすること。 (２) 関係業者等と会食をすること。 

(３) 関係業者等と遊技をすること。 (３) 関係業者等と遊技をすること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、関係業者等から接待又は利益若しくは

便宜の供与を受けること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、関係業者等から接待又は利益若しくは

便宜の供与を受けること。 

２ 職員は、職務の公正な執行に対して疑惑を招く行為をすることのないよ

う注意しなければならない。 

２ 職員は、職務の公正な執行に対して疑惑を招く行為をすることのないよ

う注意しなければならない。 

３ 職員が第１項の行為について第10条に規定する服務相談員に届け出て、

別に定める基準に該当するとされた場合には、同項の規定は適用しない。

３ 職員が第１項の行為について第10条に規定する服務相談員に届け出て、

別に定める基準に該当するとされた場合には、同項の規定は適用しない。

４ 前３項の規定は、市が出資している法人等との接触について準用する。４ 前３項の規定は、市が出資している法人等との接触について準用する。

（管理監督の地位にある者の責任） （管理監督の地位にある者の責任） 

第９条 職員のうち管理監督の地位にあるものは、特にその職責を自覚し、

率先垂範して適正な職務遂行と厳正な服務規律の確保に努めるとともに、

職場研修の実施等により良好な職場環境の維持及び醸成に努めなければな

らない。 

第９条 職員のうち管理監督の地位にあるものは、特にその職責を自覚し、

率先垂範して適正な職務遂行と厳正な服務規律の確保に努めるとともに、

職場研修の実施等により良好な職場環境の維持及び醸成に努めなければな

らない。 

（服務相談員） （服務相談員） 

第10条 この規程の遵守その他服務規律の確保を図るため、第７条第３項に

規定する届出に対する必要な指示、職員の服務に関する相談等を担当する

服務相談員を置く。 

第10条 この規程の遵守その他服務規律の確保を図るため、第７条第３項に

規定する届出に対する必要な指示、職員の服務に関する相談等を担当する

服務相談員を置く。 

第３章 服務心得 第３章 服務心得 

（出退勤情報の登録等） （出退勤情報の登録等） 

第11条 職員は、出勤時限までに出勤しなければならない。 第11条 職員は、出勤時限までに出勤しなければならない。 

２ 職員は、出勤したとき及び退勤するときは、職員情報システム（職員の

勤務情報等を処理するための電子情報処理組織で総務企画局人事部が所管

するものをいう。以下同じ。）における出退勤情報の登録（出退勤情報を

出退勤情報の読取装置に読み込ませることをいう。以下同じ。）を自ら川

崎市職員ＩＣカード（以下「ＩＣカード」という。）により行わなければ

２ 職員は、出勤したとき及び退勤するときは、職員情報システム（職員の

勤務情報等を処理するための電子情報処理組織で総務企画局人事部が所管

するものをいう。以下同じ。）における出退勤情報の登録（出退勤情報を

出退勤情報の読取装置に読み込ませることをいう。以下同じ。）を自ら川

崎市職員ＩＣカード（以下「ＩＣカード」という。）により行わなければ
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ならない。ただし、ＩＣカードにより出退勤情報の登録を行うことが困難

であると教育長が特に認める職員については、この限りでない。

ならない。 

３ ＩＣカードは、取扱いを慎重にし、他人に貸与してはならない。 ３ ＩＣカードは、取扱いを慎重にし、他人に貸与してはならない。 

４ 記載事項に変更があった場合には、ＩＣカードを提出し、書換えの手続

をとらなくてはならない。 

４ 記載事項に変更があった場合には、ＩＣカードを提出し、書換えの手続

をとらなくてはならない。 

５ ＩＣカードを亡失し、又は損傷した場合は、ＩＣカードの再交付手続を

とり、再交付を受けなければならない。この場合において、所定の実費を

弁償するほか、ＩＣカードを損傷したときは速やかに返納しなければなら

ない。 

５ ＩＣカードを亡失し、又は損傷した場合は、ＩＣカードの再交付手続を

とり、再交付を受けなければならない。この場合において、所定の実費を

弁償するほか、ＩＣカードを損傷したときは速やかに返納しなければなら

ない。 

（休暇申請等） （休暇申請等） 

第12条 年次休暇を受けようとする者は、年次休暇を受けるための所要の手

続をとらなければならない。 

第12条 年次休暇を受けようとする者は、年次休暇を受けるための所要の手

続をとらなければならない。 

２ 病気休暇又は特別休暇を受けようとする者は、病気休暇又は特別休暇を

受けるための所要の手続をとり、承認を受けなければならない。 

２ 病気休暇又は特別休暇を受けようとする者は、病気休暇又は特別休暇を

受けるための所要の手続をとり、承認を受けなければならない。 

３ 介護休暇を受けようとする者は、介護休暇を受けるための所要の手続を

とり、承認を受けなければならない。 

３ 介護休暇を受けようとする者は、介護休暇を受けるための所要の手続を

とり、承認を受けなければならない。 

４ 組合休暇を受けようとする者は、組合休暇を受けるための所要の手続を

とり、承認を受けなければならない。 

４ 組合休暇を受けようとする者は、組合休暇を受けるための所要の手続を

とり、承認を受けなければならない。 

５ 職員が、病気、災害その他やむを得ない事由により、第１項又は第２項

の規定によることができない場合には、とりあえず電話、伝言等により連

絡をとるとともに、出勤後速やかにその事由を付して第１項又は第２項に

規定する手続をとり、承認を受けなければならない。 

５ 職員が、病気、災害その他やむを得ない事由により、第１項又は第２項

の規定によることができない場合には、とりあえず電話、伝言等により連

絡をとるとともに、出勤後速やかにその事由を付して第１項又は第２項に

規定する手続をとり、承認を受けなければならない。 

６ 職員（会計年度任用職員を除く。）が、年次休暇以外の休暇の承認を受

けるには、休暇の種類及び事由に応じて、勤務しないことが相当であると

認められる事実を休暇を申請する際に付記するとともに、川崎市職員の勤

務時間、休暇等に関する規則（昭和46年川崎市人事委員会規則第12号）第

９条第５項の規定により医師の診断書又は書面を添えなければならない。

６ 職員が、年次休暇以外の休暇の承認を受けるには、休暇の種類及び事由

に応じて、勤務しないことが相当であると認められる事実を休暇を申請す

る際に付記するとともに、川崎市職員の勤務時間、休暇等に関する規則（昭

和46年川崎市人事委員会規則第12号）第９条第５項の規定により医師の診

断書又は書面を添えなければならない。 

７ 会計年度任用職員が、年次休暇以外の休暇の承認を受けるには、休暇の
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種類及び事由に応じて、勤務しないことが相当であると認められる事実を

休暇を申請する際に付記するとともに、次に掲げる場合には、医師の診断

書その他勤務しない事由を十分明らかにする書面を提出しなければならな

い。 

(１) 病気休暇又は特別休暇の承認を求める場合（川崎市職員の勤務時間、

休暇等に関する規則第９条第５項第１号に規定する人事委員会が別に定

める場合を除く。） 

(２) 介護休暇又は介護時間の承認を求めるに当たって、教育長がその事由

を確認する必要があると認める場合 

８ 前２項に規定する診断書は、必要に応じて特に教育長の指定した医師の

診断書とすることができる。 

７ 前項に規定する診断書は、必要に応じて特に教育長の指定した医師の診

断書とすることができる。 

（欠勤等） （欠勤等） 

第13条 有給休暇を受ける事由がなく、私事の故障により正規の勤務時間中

に勤務できないときは欠勤とする。 

第13条 有給休暇を受ける事由がなく、私事の故障により正規の勤務時間中

に勤務できないときは欠勤とする。 

２ 欠勤は、前条の規定に準じて、所要の手続をとらなければならない。こ

の場合において、私事の故障により正規の勤務時間中に勤務できない理由

を書面で明らかにしなければならない。 

２ 欠勤は、前条の規定に準じて、所要の手続をとらなければならない。こ

の場合において、私事の故障により正規の勤務時間中に勤務できない理由

を書面で明らかにしなければならない。 

３ 無届若しくは勤務命令に反し、正規の勤務時間中に勤務しないとき又は

正当の理由がなくＩＣカードによる出退勤情報の登録を怠り正規の手続を

しないときは、不参とする。 

３ 無届若しくは勤務命令に反し、正規の勤務時間中に勤務しないとき又は

正当の理由がなくＩＣカードによる出退勤情報の登録を怠り正規の手続を

しないときは、不参とする。 

（出勤記録等の検査等） （出勤記録等の検査等） 

第14条 教育次長は、必要と認めるときは、総括出勤記録管理者（川崎市教

育委員会職員出勤記録整理規程（昭和50年川崎市教育委員会訓令第２号）

第２条第１項に規定する総括出勤記録管理者をいう。以下同じ。）を通じ

て出勤記録管理者（同条第２項に規定する出勤記録管理者をいう。以下同

じ。）に対し出勤記録（川崎市教育委員会職員出勤記録整理規程第１条に

規定する出勤記録をいう。以下同じ。）等の提出を求め、又は検査するこ

とができる。 

第14条 教育次長は、必要と認めるときは、総括出勤記録管理者（川崎市教

育委員会職員出勤記録整理規程（昭和50年川崎市教育委員会訓令第２号）

第２条第１項に規定する総括出勤記録管理者をいう。以下同じ。）を通じ

て出勤記録管理者（同条第２項に規定する出勤記録管理者をいう。以下同

じ。）に対し出勤記録（川崎市教育委員会職員出勤記録整理規程第１条に

規定する出勤記録をいう。以下同じ。）等の提出を求め、又は検査するこ

とができる。 
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２ 出勤記録管理者は、職員情報システムにおける電子計算機の映像面への

表示により毎月の出勤記録を確認し、出勤状況の月締め確定処理（川崎市

職員出勤記録整理規程（昭和35年川崎市訓令第５号）第３条第１項第１号

に規定する月締め確定処理をいう。）を行うとともに、第12条第６項に規

定する医師の診断書又は書面について、総括出勤記録管理者を通じて、教

育次長に提出しなければならない。 

２ 出勤記録管理者は、職員情報システムにおける電子計算機の映像面への

表示により毎月の出勤記録を確認し、出勤状況の月締め確定処理（川崎市

職員出勤記録整理規程（昭和35年川崎市訓令第５号）第３条第１項第１号

に規定する月締め確定処理をいう。）を行うとともに、第12条第６項に規

定する医師の診断書又は書面について、総括出勤記録管理者を通じて、教

育次長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、学校の出勤記録管理者は、第12条第６項に規

定する医師の診断書又は書面について、原本を提出することとされている

ものを保管しておかなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、学校の出勤記録管理者は、第12条第６項に規

定する医師の診断書又は書面について、原本を提出することとされている

ものを保管しておかなければならない。 

４ 教育次長は、必要と認めるときは、その都度出勤記録管理者に対し、出

勤状況の報告を求めることができる。 

４ 教育次長は、必要と認めるときは、その都度出勤記録管理者に対し、出

勤状況の報告を求めることができる。 

（勤務時間中の外出） （勤務時間中の外出） 

第15条 職員は、勤務時間中みだりに執務の場所を離れてはならない。 第15条 職員は、勤務時間中みだりに執務の場所を離れてはならない。 

２ 私事のため一時外出するときは、上司の承認を受けなければならない。２ 私事のため一時外出するときは、上司の承認を受けなければならない。

（職務専念義務免除の手続） （職務専念義務免除の手続） 

第16条 職員は、職員の職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和26年

川崎市条例第17号。以下「職免条例」という。）第２条の規定に基づき職

務に専念する義務の免除を受けようとするときは、所要の手続をとり、承

認を受けなければならない。ただし、軽易なもので出勤記録上の管理の必

要がないと認められるものについては、口頭による申出をもってその手続

に代えることができる。 

第16条 職員は、職員の職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和26年

川崎市条例第17号。以下「職免条例」という。）第２条の規定に基づき職

務に専念する義務の免除を受けようとするときは、所要の手続をとり、承

認を受けなければならない。ただし、軽易なもので出勤記録上の管理の必

要がないと認められるものについては、口頭による申出をもってその手続

に代えることができる。 

２ 職員は、職免条例第２条第１号若しくは第２号又は川崎市職員の職務に

専念する義務の免除に関する規則（昭和46年川崎市人事委員会規則第８号）

第２条第１項第１号から第５号まで（同号に掲げる場合にあっては、職務

の遂行上必要な資格試験を受験する場合に限る。）若しくは第13号の規定

に基づき職務に専念する義務の免除を受けようとするときは、前項の規定

による手続に先立ち、職務専念義務免除承認申請書に関係書類を添えて提

出し、承認を受けなければならない。ただし、それらの規定の適用につい

２ 職員は、職免条例第２条第１号若しくは第２号又は川崎市職員の職務に

専念する義務の免除に関する規則（昭和46年川崎市人事委員会規則第８号）

第２条第１項第１号から第５号まで（同号に掲げる場合にあっては、職務

の遂行上必要な資格試験を受験する場合に限る。）若しくは第13号の規定

に基づき職務に専念する義務の免除を受けようとするときは、前項の規定

による手続に先立ち、職務専念義務免除承認申請書に関係書類を添えて提

出し、承認を受けなければならない。ただし、それらの規定の適用につい
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て別に承認されている場合は、この限りでない。 て別に承認されている場合は、この限りでない。 

３ 教員（教育公務員特例法（昭和24年法律第１号。以下「教特法」という。）

第２条第２項に規定する教員をいう。）は、同法第22条第２項の規定に基

づき、勤務場所を離れて研修を行おうとするときは、所要の手続をとり、

承認を受けなければならない。 

３ 教員（教育公務員特例法（昭和24年法律第１号。以下「教特法」という。）

第２条第２項に規定する教員をいう。）は、同法第22条第２項の規定に基

づき、勤務場所を離れて研修を行おうとするときは、所要の手続をとり、

承認を受けなければならない。 

４ 第12条第６項の規定は、第１項の場合に準用する。 ４ 第12条第６項の規定は、第１項の場合に準用する。 

（退庁時の公文書等の保管） （退庁時の公文書等の保管） 

第17条 職員は、退庁の際保管の公文書及び物品をすべて所定の場所に収置

し、不在の場合でもわかるようにしておかなければならない。 

第17条 職員は、退庁の際保管の公文書及び物品をすべて所定の場所に収置

し、不在の場合でもわかるようにしておかなければならない。 

（時間外勤務） （時間外勤務） 

第18条 職員（川崎市職員の管理職手当に関する規則（昭和56年川崎市人事

委員会規則第２号）第２条に規定する職員を除く。）が正規の勤務時間以

外に勤務する場合、川崎市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭

和34年川崎市条例第30号。以下「勤務時間条例」という。）第７条第１項

に規定する休日（勤務時間条例第７条の２第１項の規定により代休日を指

定された職員が勤務を命ぜられた休日の勤務時間の全部を勤務した場合に

あっては、当該休日に代わる代休日をいう。次項において同じ。）に勤務

する場合、又は勤務時間条例第４条の３の規定によりあらかじめ勤務時間

条例第４条若しくは第４条の２の規定により割り振られた１週間の勤務時

間を超えて勤務する場合は、所要の手続をしなければならない。 

第18条 職員（川崎市職員の管理職手当に関する規則（昭和56年川崎市人事

委員会規則第２号）第２条に規定する職員を除く。）が正規の勤務時間以

外に勤務する場合、川崎市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭

和34年川崎市条例第30号。以下「勤務時間条例」という。）第７条第１項

に規定する休日（勤務時間条例第７条の２第１項の規定により代休日を指

定された職員が勤務を命ぜられた休日の勤務時間の全部を勤務した場合に

あっては、当該休日に代わる代休日）に勤務する場合、又は勤務時間条例

第４条の３の規定によりあらかじめ勤務時間条例第４条若しくは第４条の

２の規定により割り振られた１週間の勤務時間を超えて勤務する場合は、

所要の手続をしなければならない。 

２ 川崎市職員の管理職手当に関する規則第２条に規定する職員が正規の勤

務時間以外に勤務した場合又は勤務時間条例第７条第１項に規定する休日

に勤務した場合は、所要の手続をとり、上司に報告しなければならない。

３ 会計年度任用職員については、第１項の規定にかかわらず、同項の規定

に準じて、所要の手続をとり、所属長の命令を受けなければならない。 

（出張の手続） （出張の手続） 

第19条 職員が出張を命ぜられたときは、事前に所要の手続をしなければな

らない。 

第19条 職員が出張を命ぜられたときは、事前に所要の手続をしなければな

らない。 
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改正後 改正前 

（出張先の予定変更） （出張先の予定変更） 

第20条 職員が、出張中用務の都合又は疾病その他やむを得ない事由によっ

て予定を変更するときは、電話等で直ちに上司に連絡するとともに帰庁後

所定の手続をとらなければならない。 

第20条 職員が、出張中用務の都合又は疾病その他やむを得ない事由によっ

て予定を変更するときは、電話等で直ちに上司に連絡するとともに帰庁後

所定の手続をとらなければならない。 

（出張復命） （出張復命） 

第21条 出張した者が帰庁したときは、上司に随行した場合を除くほか、７

日以内に復命書を作成し所属長に提出しなければならない。ただし、軽易

な事項は、口頭で復命することができる。 

第21条 出張した者が帰庁したときは、上司に随行した場合を除くほか、７

日以内に復命書を作成し所属長に提出しなければならない。ただし、軽易

な事項は、口頭で復命することができる。 

（出張、休暇、欠勤等の場合の事務処理） （出張、休暇、欠勤等の場合の事務処理） 

第22条 出張、休暇、欠勤等の場合には、担任事務の処理に関し必要な事項

を、あらかじめ上司に申し出て事務処理に遅滞を生じないようにしなけれ

ばならない。 

第22条 出張、休暇、欠勤等の場合には、担任事務の処理に関し必要な事項

を、あらかじめ上司に申し出て事務処理に遅滞を生じないようにしなけれ

ばならない。 

（証人、鑑定人等としての出頭） （証人、鑑定人等としての出頭） 

第23条 職員が、職務に関連した事項について証人、鑑定人、参考人等とし

て裁判所その他の官公庁へ出頭するときは、証人等としての出頭に関する

届を所属長に提出しなければならない。 

第23条 職員が、職務に関連した事項について証人、鑑定人、参考人等とし

て裁判所その他の官公庁へ出頭するときは、証人等としての出頭に関する

届を所属長に提出しなければならない。 

２ 前項の場合、職務上知ることのできた秘密について供述するときは、あ

らかじめ上司の許可を受けなければならない。 

２ 前項の場合、職務上知ることのできた秘密について供述するときは、あ

らかじめ上司の許可を受けなければならない。 

（営利企業従事等許可の手続） （営利企業従事等許可の手続） 

第24条 職員のうち教特法第２条第１項に規定する教育公務員（以下「教育

公務員」という。）を除く職員は、営利企業への従事等の制限に関する規

則（昭和46年川崎市人事委員会規則第９号）の規定に基づき営利企業への

従事等について許可を受けるときは、営利企業従事等許可申請書に関係書

類を添えて提出しなければならない。 

第24条 職員のうち教特法第２条第１項に規定する教育公務員（以下「教育

公務員」という。）を除く職員は、営利企業への従事等の制限に関する規

則（昭和46年川崎市人事委員会規則第９号）の規定に基づき営利企業への

従事等について許可を受けるときは、営利企業従事等許可申請書に関係書

類を添えて提出しなければならない。 

（教育公務員の兼職等の申請手続） （教育公務員の兼職等の申請手続） 

第25条 教育公務員は、営利企業への従事等の制限に関する規則の規定に基

づき、営利企業への従事等について許可を受けるとき又は教特法第17条第

１項の規定に基づき教育に関する他の職を兼ね又は教育に関する他の事業

第25条 教育公務員は、営利企業への従事等の制限に関する規則の規定に基

づき、営利企業への従事等について許可を受けるとき又は教特法第17条第

１項の規定に基づき教育に関する他の職を兼ね又は教育に関する他の事業
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改正後 改正前 

若しくは事務に従事することについて承認を得ようとするときは、営利企

業等従事許可・教育事務従事承認申請書に関係書類を添えて提出しなけれ

ばならない。 

若しくは事務に従事することについて承認を得ようとするときは、営利企

業等従事許可・教育事務従事承認申請書に関係書類を添えて提出しなけれ

ばならない。 

（事務の引継ぎ） （事務の引継ぎ） 

第26条 職員が、退職、休職又は転任となった場合は、担任事務の要領、処

理未済の事由等を上司の指名した者に引継ぎをし、その旨を所属長に報告

しなければならない。 

第26条 職員が、退職、休職又は転任となった場合は、担任事務の要領、処

理未済の事由等を上司の指名した者に引継ぎをし、その旨を所属長に報告

しなければならない。 

（書面の提出） （書面の提出） 

第27条 教育次長は、必要と認めるときは、出勤記録管理者に対し、第12条、

第13条及び第23条に規定する書面の提出を求めることができる。 

第27条 教育次長は、必要と認めるときは、出勤記録管理者に対し、第12条、

第13条及び第23条に規定する書面の提出を求めることができる。 

第４章 非常心得 第４章 非常心得 

（非常の際の服務） （非常の際の服務） 

第28条 庁舎及びその付近に火災その他非常事態が発生したときは、職員は

速やかに登庁して臨機の処置をしなければならない。 

第28条 庁舎及びその付近に火災その他非常事態が発生したときは、職員は

速やかに登庁して臨機の処置をしなければならない。 

２ 非常災害の場合における職員の執務に関しては、別に定める。 ２ 非常災害の場合における職員の執務に関しては、別に定める。 

（重要な公文書、物品等の取扱い） （重要な公文書、物品等の取扱い） 

第29条 重要な公文書を蔵する書箱、物品等は、非常の場合に備えて搬出し

やすい場所に置き、これに非常持出しの表示をしておかなければならない。

第29条 重要な公文書を蔵する書箱、物品等は、非常の場合に備えて搬出し

やすい場所に置き、これに非常持出しの表示をしておかなければならない。

第５章 雑則 第５章 雑則 

（職員情報システム等による処理） （職員情報システム等による処理） 

第30条 この訓令の規定により行うこととされている人事管理事務につい

て、職員情報システム、旅費管理システム（職員の出張及び旅費に関する

事務を処理するための電子情報処理組織で総務企画局人事部総務事務セン

ターが所管するものをいう。）及び文書管理システム（公文書の作成、管

理等を行うための電子情報処理組織で総務企画局情報管理部行政情報課が

所管するものをいう。）（以下「職員情報システム等」という。）を利用

することができる場合は、原則として、職員情報システム等により行うも

のとする。 

第30条 この訓令の規定により行うこととされている人事管理事務につい

て、職員情報システム、旅費管理システム（職員の出張及び旅費に関する

事務を処理するための電子情報処理組織で総務企画局人事部総務事務セン

ターが所管するものをいう。）及び文書管理システム（公文書の作成、管

理等を行うための電子情報処理組織で総務企画局情報管理部行政情報課が

所管するものをいう。）（以下「職員情報システム等」という。）を利用

することができる場合は、原則として、職員情報システム等により行うも

のとする。 
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改正後 改正前 

２ この訓令の規定により作成することとされている書類等（書類、帳簿そ

の他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載され

た紙その他の有体物をいう。）については、職員情報システム等により作

成する電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって、職員情報システム等

による情報処理の用に供されるものをいう。）をもって代えることができ

る。 

２ この訓令の規定により作成することとされている書類等（書類、帳簿そ

の他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載され

た紙その他の有体物をいう。）については、職員情報システム等により作

成する電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって、職員情報システム等

による情報処理の用に供されるものをいう。）をもって代えることができ

る。 

（その他必要事項） （その他必要事項） 

第31条 この規程に定めるもののほか、職員の服務に関し必要な事項は、別

に定める。 

第31条 この規程に定めるもののほか、職員の服務に関し必要な事項は、別

に定める。 
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川崎市立学校用務員の職務及び服務に関する規程の一部を改正する規程新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市立学校用務員の職務及び服務に関する規程 ○川崎市立学校用務員の職務及び服務に関する規程 

昭和55年３月31日教委訓令第１号 昭和55年３月31日教委訓令第１号

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規程は、別に定めるもののほか、川崎市立学校に勤務する用務

に従事する職員（常勤の者及び地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28

条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める者に限る。以下「学校用

務員」という。）の職務及び服務について、必要な事項を定めるものとす

る。 

第１条 この規程は、別に定めるもののほか、川崎市立学校に勤務する用務

に従事する職員（以下「学校用務員」という。）の職務及び服務について、

必要な事項を定めるものとする。 

 （以下 略）  （以下 略） 
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川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程の一部を改正する規程新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程 ○川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程 

平成18年３月31日教委訓令第４号 平成18年３月31日教委訓令第４号

（川崎市職員の人事評価に関する規程の準用） （川崎市職員の人事評価に関する規程の準用） 

第１条 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第23条の２第１項の規定に基

づき実施する職員に対する人事評価（以下「人事評価」という。）に関し、

川崎市教育委員会の任命に係る一般職の職員（以下「職員」という。）の

うち、次の各号に掲げる職員については、川崎市職員の人事評価に関する

規程（平成18年川崎市訓令第９号。以下「市職員人事評価規程」という。）

の規定を準用する。 

第１条 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第23条の２第１項の規定に基

づき実施する職員に対する人事評価（以下「人事評価」という。）に関し、

川崎市教育委員会の任命に係る一般職の職員（以下「職員」という。）の

うち、次の各号に掲げる職員については、川崎市職員の人事評価に関する

規程（平成18年川崎市訓令第９号。以下「市職員人事評価規程」という。）

の規定を準用する。 

(１) 教育委員会事務局に勤務する職員。ただし、学校栄養職である職員

を除く。 

(１) 教育委員会事務局に勤務する職員。ただし、学校栄養職である職員

を除く。 

(２) 教育機関に勤務する職員（学校給食センターに勤務する学校栄養職

である職員を除く。）。ただし、市立高等学校に勤務する職員にあって

は、事務職員、市立学校に勤務する職員にあっては、業務職員に限る。

(２) 教育機関に勤務する職員（学校給食センターに勤務する学校栄養職

である職員を除く。）。ただし、市立高等学校に勤務する職員にあって

は、事務職員、市立学校に勤務する職員にあっては、業務職員に限る。

（読替え規定等） （読替え規定等） 

第２条 前条の場合において、市職員人事評価規程中「市長」とあり、「局

長」とあり、及び「総務企画局長」とあるのは、「教育次長」と、同規程

中「市長の事務部局」とあるのは、「教育委員会」と読み替えるものとす

る。 

第２条 前条の場合において、市職員人事評価規程中「市長」とあり、「局

長」とあり、及び「総務企画局長」とあるのは、「教育次長」と、同規程

中「市長の事務部局」とあるのは、「教育委員会」と読み替えるものとす

る。 

２ 市職員人事評価規程第４条の規定にかかわらず、前条第２号ただし書に

規定する職員については、人事評価における１次評価者及び２次評価者並

びに確認者に関し、次の表を適用する。 

２ 市職員人事評価規程第４条の規定にかかわらず、前条第２号ただし書に

規定する職員については、人事評価における１次評価者及び２次評価者並

びに確認者に関し、次の表を適用する。 

被評価者の区分 １次評価者 ２次評価者 確認者 被評価者の区分 １次評価者 ２次評価者 確認者 

市立学校に勤務す

る業務職員（高等

学校に勤務する用

教頭 校長 教育次長 市立学校に勤務す

る業務職員（高等

学校に勤務する用

教頭 校長 教育次長 
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改正後 改正前 

務に従事する職員

を除く。） 

務に従事する職員

を除く。） 

一般事務職、高等

学校に勤務する用

務に従事する業務

職員 

事務長 副校長又は教頭 教育次長 一般事務職、高等

学校に勤務する用

務に従事する業務

職員 

事務長 副校長又は教頭 教育次長 

事務長 副校長又は教頭 校長 教育次長 事務長 副校長又は教頭 校長 教育次長 

備考 事務長とは、一般事務職のうち当該補職名を補せられた者をいう。 備考 事務長とは、一般事務職のうち当該補職名を補せられた者をいう。

（条件付採用期間における勤務評定） （条件付採用期間における勤務評定） 

第３条 地方公務員法第22条第１項の規定に基づく第１条各号に規定する職

員の条件付採用期間における勤務成績の評定に関しては、別に定めるもの

のほか、市長事務部局の例による。 

第３条 地方公務員法第22条第１項の規定に基づく第１条各号に規定する職

員の条件付採用期間における勤務成績の評定に関しては、別に定めるもの

のほか、市長事務部局の例による。 

（会計年度任用職員の人事評価） （新設） 

第４条 地方公務員法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員の人事

評価については、教育長が別に定める。 

（委任）   （新設） 

第５条 この訓令に定めるもののほか、人事評価の実施に関し必要な事項は、

教育長が別に定める。 
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川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程の一部を改正する規程新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程 ○川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程 

平成18年５月１日教委訓令第５号 平成18年５月１日教委訓令第５号

（第１条 略） 

（人事評価の対象となる職員の範囲） 

（第１条 略） 

（人事評価の対象となる職員の範囲） 

第２条 この規程による人事評価は、川崎市教育委員会教育長（以下「教育

長」という。）の指定する教職員を除く全ての教職員について行う。ただ

し、臨時的に任用された教職員（以下「臨時的任用教職員」という。）に

係る次条の特別評価については、この限りでない。

第２条 この規程による人事評価は、非常勤の教職員（法第28条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占める教職員を除く。）、臨時的に任用され

た教職員及び川崎市教育委員会教育長（以下「教育長」という。）の指定

する教職員を除くすべての教職員について行う。 

（人事評価の種類、実施の時期等） （人事評価の種類、実施の時期等） 

第３条 人事評価は、定期評価及び特別評価とする。 第３条 人事評価は、定期評価及び特別評価とする。 

２ 定期評価は、前条に規定する教職員について毎年１回定期に実施する。

ただし、臨時的任用教職員及び会計年度任用職員である教職員（以下「会

計年度任用教職員」という。）については、任用期間ごとに実施する。

２ 定期評価は、前条に規定する教職員について毎年１回定期に実施する。

３ 特別評価は、条件付採用期間中の教職員及び教育長が指定する教職員に

ついて、教育長が別に定める時期に実施する。 

３ 特別評価は、条件付採用期間中の教職員及び教育長が指定する教職員に

ついて、教育長が別に定める時期に実施する。 

（第４条 略）  （第４条 略） 

（評価者、確認者及び処理責任者） （評価者） 

第５条 人事評価は、次の表の左欄に掲げる評価対象者の区分に応じ、それ

ぞれ同表中欄に掲げる助言指導者及び同表右欄に掲げる観察指導者（以下

「評価者」という。）が行い、教育長が確認者として会計年度任用教職員

以外の評価対象者の最終評価（教育長が別に定める職位ごとの区分に従い

決定する評価をいう。以下同じ。）を行う。ただし、会計年度任用教職員

である評価対象者の最終評価は観察指導者が行い、教職員人事課長が処理

第５条 人事評価は次の表の左欄に掲げる評価対象者の区分に応じ、それぞ

れ同表中欄に掲げる助言指導者及び同表右欄に掲げる観察指導者（以下「評

価者」という。）が行う。 
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改正後 改正前 

責任者として確定させる。 

評価対象者 助言指導者 観察指導者 評価対象者 助言指導者 観察指導者 

校長 教職員人事課長 職員部長 校長 教職員人事課長 職員部長 

副校長、教頭 校長 教職員人事課長 副校長、教頭 校長 教職員人事課長 

校長、副校長及び教頭

以外の教職員（健康給

食推進室及び学校給食

センターの学校栄養職

を除く。） 

副校長又は教頭 校長 校長、副校長及び教頭

以外の教職員（健康給

食推進室及び学校給食

センターの学校栄養職

を除く。） 

副校長又は教頭 校長 

健康給食推進室及び学

校給食センターの学校

栄養職 

担当係長又は指導主事担当課長又は所長 健康給食推進室及び学

校給食センターの学校

栄養職 

担当係長又は指導主事担当課長又は所長 

（実施の方法） （実施の方法） 

第６条 この規程に基づく人事評価は、第１号様式の１から第15号様式まで

の用紙に記録して行い、教育長が別に指定する書類とともに人事評価の記

録として教育長に提出するものとする。ただし、特別評価においては、教

育長が必要と認める場合を除き、観察指導記録のみを用いて行うものとす

る。 

第６条 この規程に基づく人事評価は、第１号様式の１から第11号様式の２

までの用紙に記録して行い、教育長が別に指定する書類とともに人事評価

の記録として教育長に提出するものとする。ただし、特別評価においては、

教育長が必要と認める場合を除き、観察指導記録のみを用いて行うものと

する。 

２ 会計年度任用教職員を除く教職員は、自らの職務上の目標を自己観察書

に記載し、その目標達成に向けた職務遂行の状況等について自己観察した

結果を自己観察書及び観察指導記録に記載するものとし、会計年度任用教

職員は、職務遂行の状況等について自己観察した結果を観察指導記録に記

載するものとする。

２ 教職員は、自らの職務上の目標を自己観察書に記載し、その目標達成に

向けた職務遂行の状況等について自己観察した結果を自己観察書及び観察

指導記録に記載するものとする。 

３ 助言指導者は、会計年度任用教職員を除く評価対象者の評価期間におけ

る職務上の目標に係る職務遂行の状況について、指導、助言等を自己観察

書に記載するとともに、会計年度任用職員を含めた教職員の職務遂行の結

果及び過程並びに職務遂行上発揮した能力及び意欲について、教育長が別

に定める評価基準に基づいて評価を行い、その結果を観察指導記録に記載

３ 助言指導者は、評価対象者の評価期間における職務上の目標に係る職務

遂行の状況について、指導、助言等を自己観察書に記載するとともに、教

職員の職務遂行の結果及び過程並びに職務遂行上発揮した能力及び意欲に

ついて、教育長が別に定める評価基準に基づいて評価を行い、その結果を

観察指導記録に記載するものとする。 
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改正後 改正前 

するものとする。 

４ 観察指導者は、前項の規定による助言指導者の評価ののち、評価対象者

の評価期間における職務遂行の結果及び過程並びに職務遂行上発揮した能

力及び意欲について、教育長が別に定める評価基準に基づいて評価を行い、

その結果を観察指導記録に記載するものとする。 

４ 観察指導者は、前項の規定による助言指導者の評価ののち、評価対象者

の評価期間における職務遂行の結果及び過程並びに職務遂行上発揮した能

力及び意欲について、教育長が別に定める評価基準に基づいて評価を行い、

その結果を観察指導記録に記載するものとする。 

（第７条 略） （第７条 略） 

（苦情の申出） （苦情の申出） 

第８条 前条第２項の規定により開示を受けた教職員は、校長等が観察指導

者として行った評価の結果について苦情があるときは、確認者又は処理責

任者に対し、教育長が別に定める方法により、苦情の申出をすることがで

きる。 

第８条 前条第２項の規定により開示を受けた教職員は、校長等が観察指導

者として行った評価の結果について苦情があるときは、教育長に対し、教

育長が別に定める方法により、苦情の申出をすることができる。 

（書類の提出及び保管） （書類の提出及び保管） 

第９条 観察指導者は、教育長が別に指定する日までに、確認者又は処理責

任者に自己観察書及び観察指導記録を提出するものとする。 

第９条 観察指導者は、教育長が別に指定する日までに、教育長に自己観察

書及び観察指導記録を提出するものとする。 

２ 人事評価の記録は、教育長が定める者が管理する。 ２ 人事評価の記録は、教育長が定める者が管理する。 

（確認者及び処理責任者の指導及び助言） （教育長の指導及び助言） 

第10条 確認者及び処理責任者は、人事評価の適正な実施を確保するため、

校長等に対し、再評価の実施その他の必要な指導及び助言を行うものとす

る。 

（第11条 略） 

第10条 教育長は、人事評価の適正な実施を確保するため、校長に対し、再

評価の実施その他の必要な指導及び助言を行うものとする。 

（第11条 略） 

 （第１号様式の１～第５号様式の２ 略）  （第１号様式の１～第５号様式の２ 略） 
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改正後 改正前 

第６号様式の１（総括教諭（栄養教諭）） 
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 

第６号様式の２（総括教諭（栄養教諭））
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改正後 改正前 

第７号様式の１（特別支援学校以外の教諭、助教諭、講師、実習助手用） 第６号様式の１（特別支援学校以外の教諭、助教諭、講師、実習助手用） 

第７号様式の２（特別支援学校以外の教諭、助教諭、講師、実習助手用） 第６号様式の２（特別支援学校以外の教諭、助教諭、講師、実習助手用） 

第８号様式の１（特別支援学校の教諭、助教諭、講師、実習助手用） 第７号様式の１（特別支援学校の教諭、助教諭、講師、実習助手用） 

第８号様式の２（特別支援学校の教諭、助教諭、講師、実習助手用） 第７号様式の２（特別支援学校の教諭、助教諭、講師、実習助手用） 

第９号様式の１（養護教諭、養護助教諭用） 第８号様式の１（養護教諭、養護助教諭用） 

第９号様式の２（養護教諭、養護助教諭用） 第８号様式の２（養護教諭、養護助教諭用） 

第10号様式の１（栄養教諭用） 第９号様式の１（栄養教諭用） 

第10号様式の２（栄養教諭用） 第９号様式の２（栄養教諭用） 

第11号様式の１（学校栄養職用） 第10号様式の１（学校栄養職用） 

第11号様式の２（学校栄養職用） 第10号様式の２（学校栄養職用） 

第12号様式の１（学校事務職用） 第11号様式の１（学校事務職用） 

第12号様式の２（学校事務職用） 第11号様式の２（学校事務職用） 
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改正後 改正前 

第13号様式（非常勤講師（会計年度任用教職員）用） 

3
6



改正後 改正前 

第14号様式（学校栄養職（会計年度任用教職員）用） 
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改正後 改正前 

第15号様式（学校事務職（会計年度任用教職員）用） 
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